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合名会社 7 9 7 1 9 11 44 105 125
合資会社 28 20 23 36 60 66 233 188 215
株式会社 16 33 23 38 36 27 173 61 65




合名会社 0 2 2 2 6 2 14 64 70
合資会社 1 9 5 4 11 23 53 187 160
株式会社 0 1 1 2 3 7 14 90 58




合名会社 7 14 19 18 21 30 30(68.2) 71(47.7) 126(46.0)
合資会社 27 38 56 88 137 180 180(77.3) 181(43.0) 236(37.1)
株式会社 16 48 70 106 139 159 159(91.9) 130(55.6) 137(45.8)























































































合名会社 7 9 7 1 9 9 42
合資会社 28 21 24 47 56 69 245
株式会社 17 32 22 46 30 26 173




合名会社 0 2 2 2 6 2 14
合資会社 1 9 3 6 12 25 56
株式会社 0 1 0 2 4 6 13




合名会社 7 14 19 18 21 28 28(66.7)
合資会社 27 39 60 101 145 189 189(77.1)
株式会社 17 48 70 114 140 160 160(92.5)
計 51 101 149 233 306 377 377(82.0)
表 京都府会社種類別の設立・解散登記公告数
資料 『日出新聞』「商業登記公告」より作成。
注．表に同じ。
え，期間累計からみれば合資会社の数値が多く現れているものの，相似た数値
が並び，また各小計値の推移，同31年時点の存続率など，傾向的には同じ特色
を読み取ることができようか。ともあれ，両者は完全には合致せず，筆者の見
落としが心配された今回の採録作業であった訳だが，それにもかかわらず『登
記統計年報』より多い会社設立・解散数を得るところとなり，少なくとも京都
府に限って言えば，『登記統計年報』の数値には疑問なしとしないということ
になろうか。
つぎに，『京都府勧業統計報告』には銀行・会社一覧が掲載されているが，
京都府に本店を置いた会社数は明治26年版では52社（合名会社社・合資17
社・株式31社）を数え，以下同27年版は95社（同12社・36社・47社），同28年
版は141社（同17社・54社・70社），同29年版は221社（同17社・91社・113社），
同30年版は289社（同17社・134社・138社），同31年版は319社（同21社・146
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社・152社）であった。この会社数は表各年の存続会社数と相当の乖離が見
られる。たとえば，『京都府第十一回勧業統計報告』（同26年版）は52社で，登
記済みの同年末存続の会社は51社であったが，個別の会社ごとに『勧業統計報
告』と「商業登記公告」を付き合わせてみよう。そうすると両者が合致するの
は36社にすぎず，残る16社は翌年の同27年に入って登記が行われていた。従っ
て，この時期の『京都府勧業統計報告』には，旧商法施行以前に設立された会
社のうちには未だ登記を済ませていない会社も含まれ，会社の商業登記の済・
未済に頓着無く掲載されていた。同時に会社数も実態を反映していなかったこ
とになり，このことはひいては『日本帝国統計年鑑』の資料的信頼性も低下す
ることを意味する。
そこで，この期の最終年である明治31年版によって吟味しておこう。『京都
府第十六回勧業統計報告』（同31年版）には合計318社の京都本店会社が掲載さ
れ，そのうち掲載された合名会社21社は全て登記済みであり，この時点での存
続企業数は28社であったから，その掲載率は75.0％であった。合資会社は146
社が掲載され，そのうち145社が登記済みであり，存続企業数189社に対して掲
載率は76.7％であり，残る社，合資会社真木商会の登記が確認できず，筆者
の見落としであるか，『日出新聞』当該号の欠落である可能性がある。株式会
社は150社が掲載され，そのうち社は登記公告が見えず，その他はいずれも
登記を済ましていた。この社のうち，明教保険㈱は同社支店が登記されてい
たが，同30年10月にはこの京都支店が本店に変更され，その変更登記を行った。
残る社，同28年設立の㈱峰山銀行と同30年月設立の伏見木炭㈱は，前者が
同29年月16日㈱丹後商工銀行に，後者が同30年月10日に内外物産㈱にそれ
ぞれ社名変更した。従って，株式会社の存続企業数160社に対して150社となる
から掲載率93.8％であった。会社総数では，存続数377社に対して掲載数319社
で，掲載率は84.6％であった。少なくとも京都府の会社統計では，合名会社と
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合資会社の掲載率は幾分低率に留まっており，従来の分析が実態と乖離してい
る可能性が大きく，株式会社では比較的軽微なのではないか。
上記のように，登記上では存続企業であるにもかかわらず，『京都府勧業統
計報告』に掲載されなかった株式会社は10社であった。そのうち京都電燈㈱・
日本製針㈱・京都花園㈱は，前後の年版には掲載され，明治31年版のみ不掲載
となっていた。京都材木㈱・山陰石材土木㈱もこの年版が不掲載であった。㈱
京都蚕糸織物取引所は同32年
月12日に解散登記が行われ，第百十一国立銀行
の解散時期は不明であるが，同じように掲載対象から外れるのが早過ぎると判
断できる。また，㈱伊弥太貯金銀行と関西酒造㈱は同31年の歳末に設立登記さ
れたためか同年版に不掲載となっており，一方，有隣生命保険㈱は同31年月
に本店営業所を東京市に移転した。従って，『京都府勧業統計報告』は，とり
わけ同31年版は不完全さが際立ち，その掲載基準が改めて問われなければなら
ないであろう。
 むすびにかえて
以上，『日出新聞』に掲載された京都府域の「商業登記公告」を収集，再点
検し，データベースを作成する作業を進めてきた。いまだ作業そのものは中途
ではあるが，ここに最初の集計作業の成果を報告することができた。本稿では，
『京都府勧業統計報告』の会社統計および『登記統計年報』の会社存続数を比
較検討してきた。
旧商法施行とともに商業登記とその公告制度が成立した。京都府域では，明
治26年月22日の特別公告と社告の後，同月以降の『日出新聞』に「商業登
記公告」が掲載された。今回，明治26年から同31年の「旧商法」期，すなわち
京都府域の企業勃興について，同府域に本店を設置した合名・合資・株式会社
の種類ごとそして会社全体など，会社設立・解散数を中心に集計した。『登記
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統計年報』の京都地方裁判所管内の会社設立登記から，この旧商法期に合資会
社・株式会社を中心に，この期間の後半，同29〜31年を中心に目覚ましい会社
設立ブームが訪れたことが確認できた。しかし，今回得た「商業登記公告」の
会社設立・解散数は，『登記統計年報』のそれとは完全に一致せず，それも制
度の開始された前半期より後半期のほうが両者の乖離は広がっていた。しかも，
筆者の見落としやマイクロ版『日出新聞』の欠号が懸念された「登記公告」の
集計値が『登記統計年報』の数値を上回ったことから，この時期の『登記統計
年報』所載の設立・解散数の信頼性に疑問符をつけた。
つぎに，『京都府勧業統計報告』の諸会社一覧について，「商業登記公告」と
集計値ならびに個別会社名での比較検討をおこなった。明治26年，旧商法期の
初年には京都府は既存企業の会社登記の済・未済に関わらず掲載しており，そ
の掲載数も低率に留まった。期間末の同31年においても，合名・合資会社では
掲載率が75.0％・76.7％に留まり，株式会社では93.8％に達し，会社種類によ
り『京都府勧業統計報告』の資料的信頼度が異なるという結果であった。
京都府の会社統計から推し量れば，これまでの府県統計書・府県勧業年報，
ひいては『日本帝国統計年鑑』『農商務省統計表』を利用した分析は，株式会
社では資料の信頼性低下の懸念は小さいが，合名会社や合資会社の大量観察・
分析は幾分信頼性を疑わざるを得ないのではないだろうか。筆者がこれまで利
用してきた『日本全国諸会社役員録』は，株式会社については府県統計書や府
県勧業年報の会社数をほぼ網羅し，合名・合資会社についてはその半数ほどの
収録状況であると報告してきた。従って，今回の検討結果，「商業登記公告」
という史料に立脚すれば，合名・合資会社では半数以下の把握により分析を進
めてきたことになる。『日本全国諸会社役員録』の収録率から重点を置いてき
た，株式会社については幾分信頼性が担保されているか，という判断になる。
本稿は，京都府の「商業登記公告」に基づいた最初の成果であり，今後作成
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したデータベースの信頼性向上に努めながら，作業を継続してゆく予定である。
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